
 

国民健康保険制度改革（国保の広域化）について                                        【現行】        【広域化後】                                            資料３ 

                                                                                                          ≪市町村の国保特別会計≫        ≪都道府県の国保特別会計≫   

１ 背景と経緯 

 (1) 市町村国保が抱える構造的な課題と対応の方向性 

                                                                                                                     

                                                                                                                                                                     

                                                                                                                                                             納付金       交付金 

                                                                                                                     保険料 給付費  ≪市町村の国保特別会≫  

             

                                                                                                                                                     

(2) 課題と方向性を踏まえた法改正（平成 27年 5月公布）  

「持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部を改正する法律」                                                  

                                                                                                                         保険料  給付費  

 

                                                                                                           ４ 広域化後の保険料賦課・徴収の仕組み 

 

 

２ 広域化後の国保運営に係る都道府県と市町村それぞれの役割                                                             

 

①納付の決定 

                        標準保険料率の提示 

                                                ②保険料の賦課・徴収 

 

                       ③納付金の支払い 

                      

         

 

 

５ 標準保険料率を算定する考え方 

              

 

              

             

 

 

                ６ スケジュール 

 

 

 

 

 

３ 広域化後の国保財政の仕組み 

 

 

① 運営の在り方 

（総論） 

○都道府県が県内の市町村とともに国保の運営を担う。                                        

○都道府県が財政運営の責任主体となり、安定的な財政運営や効率的な事業運営の

確保等の国保運営に中心的な役割を担い、制度を安定化 

○都道府県が県内の統一的な運営方針としての国保運営方針を示し、市町村が行う

事務の効率化、標準化、広域化を推進 

             都道府県の主な役割 市町村の主な役割 

② 財政運営 

財政運営の責任主体 

・市町村ごとの納付金を決定 

・財政安定化基金の設置・運営 

・国保事業費納付金を県に納付 

③ 資格管理 

・国保運営方針に基づき、事務の効率 

化、標準化、広域化を推進 

  ※④と⑤も同様 

・地域住民と身近な関係の中、資格を管

理（被保険者証等の発行） 

④ 保険料の決定、 

賦課・徴収 

・標準的な算定方法等により、市町村ごと 

の標準保険料率を算定・公表 

・標準保険料率等を参考に保険料を決定 

・個々の事情に応じた賦課・徴収 

⑤ 保険給付 

・給付に必要な費用を全額、市町村に対 

して支払い 

・市町村が行った保険給付の点検 

・保険給付の決定 

・個々の事情に応じた窓口負担減免等 

⑥ 保健事業 ・市町村に対し、必要な助言・支援 

・被保険者の特性に応じた、きめ細かい

保健事業を実施  （データヘルス計画

等） 

29年 9月 納付金額・標準保険料率の第 3回試算結果通知【国・県→市】 

29年 11月 
愛知県国保運営方針の決定、納付金算定ルール等の検討・決定【県】 

納付金額・標準保険料率の仮算定結果通知【国・県→市】 

30年 1月 

～3月 

納付金額・標準保険料率の本算定結果通知【国・県→市】 

当初予算案、条例等改正案を瀬戸市国民健康保険運営協議会に諮問・答申【市】 

当初予算案、条例等改正案を 3月市議会上程・議決【市】 

30年 4月 新制度の施行 

【構造的課題】

○年齢構成

○財政基盤

○財政の安定性・市町村格差

【対応の方向性】

○財政支援の拡充 

○都道府県と市町村の適切な役割分担 

○低所得者に対する保険料軽減措置の拡充

【国民健康保険の安定化】 

○国保への財政支援の拡充により、財政基盤を強化 

○平成 30 年度から都道府県が財政運営の責任主体となり、安定的な財政運営や効率的な事

業の確保等の国保運営の中心的な役割を担い、制度を安定化 ⇒ 国保の広域化

都

道
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県 

市
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市町村ごとの納付金を決定 

（医療費・所得水準を考慮） 

県は各市町村が納付金を納める 

ために必要な標準保険料率を示す 

○現状、国保の保険料は様々な要因（※）により差異が生じているため、他の市町村の保険料水

準との差を単純に比較することは困難な状況 

 ※ 年齢構成や医療費水準の差、保険料の算定方式、決算補てん等目的の法定外繰入金の実施 等

⇒ 都道府県が市町村ごとの標準保険料率を示すことにより、標準的な住民負担を見える化

   （将来的な保険料率負担の平準化を進める観点）
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 ・保険給付に必要な費用

を全額、市町村へ交付 

・災害等、市町村に特別

な事情がある場合に、そ

の事情を考慮して交付 

被

保

険

者 

徴収した保険料等を財源と 

して納付金を県へ支払い 

標準保険料率を参考に、各市町村

が保険料率を決定し、賦課・徴収 

○都道府県が財政運営の責任主体となり、市町村ごとの納付金額の決定や、保険給付に必要な

費用を全額市町村に対して支払うことにより、国保財政の「入り」と「出」を管理する。

○市町村は、都道府県が市町村ごとに決定した納付金を都道府県に納入する。



 

国民健康保険事業納付金等の試算結果について  

 

１ 納付金等試算結果の概要 

 

 

 

①納付金の決定 

           標準保険料率の提示        

                                   ②保険料の賦課・徴収 

         

③納付金の支払い 

 

 

 

２ 試算の前提 

○ 平成29年度に新制度を導入すると仮定した場合の納付金額等を試算 

○ 平成29年2月までの診療費をもとに推計した医療給付費を算定に使用 

○ 平成30年度から拡充される国の財政支援約1,700億円のうち、約1,200億円（愛知県分は 

約97億円）を反映 

○ 平成27年度実績との変動を少なくするため、医療費水準をすべて反映し、応益割：応能 

割を1：1として試算（前回は1：約1.2程度） 

 

３ 激変緩和措置について 

○ 新制度導入に伴う被保険者の保険料負担の急増を回避するため、激変緩和措置を実施 

○ 納付金額を被保険者数で除した1人当たり納付金額を27年度と比較し、増加率の上限を医 

療給付費等の自然増（27年度→29年度105.18％）までとして試算 

 

４ 試算結果 

 ○ 瀬戸市の納付金額：3,355,076千円 

一人当たり納付金額：122,690円（愛知県平均：130,273円） 

 ○ 瀬戸市の標準保険料率 

区分 

医療分 後期支援分 介護分 

所得割 

(%) 

均等割 

(円) 

平等割 

(円) 

所得割 

(%) 

均等割 

(円) 

平等割 

(円) 

所得割 

(%) 

均等割 

(円) 

平等割 

(円) 

H29 6.88 25,111 25,585 2.09 7,693 7,838 1.69 7,884 5,803 

 

【参考：瀬戸市保険料率の推移】 

H29 6.20 22,900 23,600 1.97 7,355 7,584 1.70 8,170 5,940 

H28 6.90 24,900 26,100 2.29 8,302 8,701 1.62 7,800 5,740 

H27 6.90 24,900 26,600 2.43 8,656 9,260 2.37 10,960 8,060 

 

 

 

 

  

都

道

府

県 

市

町

村 

被

保

険

者 

この部分について試算を実施 

標準保険料率を参考に、保険料率を
決定し、保険料を賦課 


